
人事院がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について

定める計画

平成１９年１０月１２日

人 事 院

「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のために実行すべき措置につい

て定める計画 （平成１９年３月３０日閣議決定）及び「政府がその事務及び事業に関し温室効」

果ガスの排出のため実行すべき措置について定める計画の実施要領 （平成１９年３月３０日地」

球温暖化対策推進本部幹事会申合せ）に基づき、人事院が自ら実行する具体的な措置に関する実

行計画を下記のとおり定める。

記

人事院の事務及び事業に伴う温室効果ガス排出量については、平成１８年度において、１３年

。 、度比で旧実行計画の目標値である７％を上回る１２％の削減を達成した 本実行計画においては

目標年度である平成２２年度～２４年度迄の総排出量の平均を、１３年度比で少なくとも８％削

減することを目標とし、以下の取組を行うこととする。この目標は、人事院の取組の進捗状況や

温室効果ガスの排出量の状況などを踏まえ、一層の削減が可能である場合には適切に見直すこと

とする。

削減状況及び削減目標一覧
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１ 対象となる事務及び事業

原則として、人事院が行う全ての事務及び事業を対象とする。

２ 実行計画の実施期間等

、 、本計画の実施期間は平成１９年４月１日から平成２５年３月３１日までとし 計画の実施状況

技術の進歩等を踏まえ、必要に応じ見直すこととする。

３ 財やサービスの購入・使用に当たっての配慮

財やサービスの購入に当たっては、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成

１２年法律第１００号）に基づく環境物品等の調達を適切に実施しつつ、また、その使用に当た

っても、温室効果ガスの排出の抑制等に配慮しつつ、以下の措置を進める。

（1） 低公害車の導入

① 公用車については、低公害車比率１００％を維持する。

② 車の買換えに当たっては、使用実態を踏まえ必要最小限度の大きさの車を選択する等、

より温室効果ガスの排出の少ない車の導入を進め、当該車の優先的利用を図る。

（2） 自動車の効率的利用等

ア 公用車等の効率的利用等

① 公用車で使用する燃料の量を、平成１３年度比で、平成２２年度から平成２４年度まで

の期間に平均概ね８５％以下とすることに向けて努めることとし、このため、公用車等の

効率的利用等を極力図る。

② 車一台ごとや燃料設備ごとの走行距離、燃費等を把握するなど燃料使用量の調査をきめ

細かく行う。

③ 待機時のエンジン停止の励行、不要なアイドリングの中止等の環境に配慮した運転を行

う。

④ 有料道路を利用する公用車について、ＥＴＣ車載機の設置を進める。

⑤ タイヤ空気圧調整等の定期的な車両の点検・整備の励行を図る。

⑥ 夏期におけるカーエアコンの設定温度を１度アップする。

⑦ 通勤時や業務時の移動において、鉄道、バス等公共交通機関の利用を推進する。

⑧ タクシー券の適切な管理の一層の徹底を図り、不要不急のタクシー利用を抑制する。

⑨ 来庁者に対しても低公害車の優先利用、自動車の利用の抑制や効率化を呼びかける。

イ 公用車の台数の見直し

公用車の使用実態等を精査し、台数の削減を極力図る。

（3） 自転車の活用

日常の事務連絡等に伴う短距離の移動手段として、自転車の積極的な活用を図る。



（4） エネルギー消費効率の高い機器の導入

① エネルギー消費の多いＯＡ機器、家電製品及び照明器具等の機器の更新に当たっては、

省エネルギー型のものを選択する。また、これらの機器等の新規の購入に当たっても同様

。 、 、 。とする さらに 機器の省エネルギーモード設定の適用等により 使用面での改善を図る

② 節水機器等の導入等

水多消費型の機器の買換えに当たっては、節水型等の温室効果ガスの排出の少ない機器

等を選択することとし、更新に当たって計画的に実施する。

（5） 用紙類の使用量の削減

用紙類の使用量を、平成１３年度比で、平成２２年度から平成２４年度までの期間に平均で

増加させないよう努める。

① コピー用紙、事務用箋、伝票等の用紙類の年間使用量について、各部局単位など適切な

単位で把握し、管理し、削減を図る。

② 会議資料や事務手続の一層の簡素化を図る。

③ 各種報告書類の大きさ等の規格の統一化を進め、また、そのページ数や部数についても

必要最小限の量となるよう見直しを図る。

④ 両面印刷、両面コピーの徹底を図る。

⑤ 内部で使用する各種資料をはじめ、閣議、審議会等の政府関係の会議へ提出する資料や

記者発表資料等についても特段支障のない限り極力両面コピーとする。また、不要となっ

（ ） 、 、 。たコピー用紙 ミスコピーや使用済文書等 については 再使用 再生利用の徹底を図る

⑥ 使用済用紙の裏紙使用を図る。

⑦ 使用済封筒の再使用など、封筒使用の合理化を図る。

⑧ Ａ四判化の徹底による文書の一層のスリム化を図る。

⑨ 温室効果ガスの排出削減の観点から、ペーパーレスシステムの早期の確立を図るため、

電子メール、庁内ＬＡＮの活用及び文書・資料の磁気媒体保存等電子メディア等の利用に

よる情報システムの整備を進める。

（6） 再生紙などの再生品や木材の活用

ア 再生紙の使用等

① コピー用紙、罫紙・起案用紙等の用紙類については、再生紙の購入、使用を進める。

② 印刷物については、再生紙を使用するものとする。また、その際には古紙パルプ配合率

を明記するよう努める。

イ 木材、再生品等の活用

① 文具類、機器類、制服・作業服等の物品について、再生材料から作られたものを使用す

る。

② 間伐材、小径材等の木材や未利用繊維等の利用状況の低位な原材料から作られた製品を

可能な限り使用する。

③ 初めて使用する原材料から作られた製品を使用する場合には、リサイクルのルートが確



立しているものを使用する。

(7) ＨＦＣの代替物質を使用した製品等の購入・使用の促進等

ア ＨＦＣの代替物質を使用した製品等の購入・使用の促進

① 安全性、経済性、エネルギー効率等を勘案しつつ、代替物質を使用した製品を積極的に

選択する。また、ＨＦＣを使用している製品を購入・使用する場合には、地球温暖化への

影響のより小さいものを積極的に選択する。

② エアゾール製品を使用する場合には、安全性に配慮し必要不可欠な用途を除いて、非フ

ロン系製品の選択・使用を徹底する。

イ 電気機械器具からのＳＦ の回収・破壊等６

庁舎等の公共施設の電気機械器具については、廃棄、整備するに当たって極力ＳＦ の回収６

・破壊、漏洩の防止を行うよう努める。

（8) その他

ア その他温室効果ガスの排出の少ない製品、原材料等の選択

① 物品の調達に当たっては、温室効果ガスの排出の少ない製品、原材料等の使用が促進さ

れるよう、製品等の仕様等の事前の確認を行う。

② 環境ラベルや製品の環境情報をまとめたデータベースなどの環境物品等に関する情報に

ついて、当該情報の適切性に留意しつつ活用し、温室効果ガスの排出の少ない環境物品等

の優先的な調達を極力図る。

③ 資源採取から廃棄までの物品のライフサイクル全体についての温室効果ガスの排出の抑

制等を考慮した物品の選択を極力図る。

④ バイオマス燃料、都市ガス、ＬＰＧ等温室効果ガスの排出の少ない燃料の選択、使用を

極力図る。

⑤ さらなるエネルギーの使用の合理化が図られるよう、可能なかぎり重点的に、設備・機

器の導入、改修、運用改善を行う。

イ 製品の長期使用等

① 容器包装を利用する場合にあっては、簡略なものとし、当該容器包装の再使用を図る。

② 詰め替え可能な洗剤、文具等を使用する。

③ 庁舎内の売店等におけるレジ袋の使用や使い捨ての容器包装による販売の自粛を呼び掛

ける。

④ 机等の事務用品の不具合、更新を予定していない電気製品等の故障の際には、それらの

修繕に努め、再使用を図る。

⑤ 部品の交換修理が可能な製品、保守・修理サービス期間の長い製品の使用を極力図る。



ウ 購入時の過剰包装の見直し

簡略に包装された製品の選択、購入を図る。

また、リサイクルの仕組が確立している包装材を用いているものの積極的選択を図る。

エ メタン（ＣＨ ）及び一酸化二窒素（Ｎ Ｏ）の排出の抑制４ ２

エネルギー供給設備におけるエネルギーの使用の合理化を図る。

４ 建築物の管理等に当たっての配慮

(1) 既存の建築物における省エネルギー対策の徹底

① 既存の建築物においてエネルギーの使用の合理化のための設備・機器の導入、設備等改

修、運用改善について推進する。

② 各施設の単位面積当たりの電気使用量及びエネルギー供給設備等で使用する燃料の量並

びにそれに伴う温室効果ガスの排出量を、平成１３年度比で、平成２２年度から平成２４

年度までの期間に平均で一定比率低減させる目標を立てるとともに、その達成に努める。

③ ＥＳＣＯ（ ）事業の導入について引き続き検討を行う。Energy Service Company

(2) 温室効果ガスの排出の抑制等に資する建設資材等の選択

① 建築物の断熱性能の向上に資する建具等の利用を図る。特に、建築物の断熱性能に大き

な影響を及ぼす窓については、複層ガラスや二重窓、遮光フィルム、窓の外部のひさしや

ブラインドシャッターの導入など、断熱性能の向上に努める。

② 設備におけるエネルギー損失の低減を促進する。

③ 電力負荷平準化に資する蓄熱システム等の導入を極力図る。

（3） 温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入

① 空調設備について、調達又は更新する場合には、温室効果ガスの排出の少ない機器の導

入を図る。また、既存の空調設備についても、その更新時に温室効果ガスの排出の少ない

機器の導入を図る。

② 庁舎の空調機を更新する場合には、高効率空調機を導入するよう努める。

③ 空調配管にダンパーの増設を行い、空調の高効率化を図る。

④ 電気設備の更新時には、消費電力の少ない高効率な機械の導入に努める。

（4） 冷暖房の適正な温度管理

① 庁舎内における冷暖房温度の適正管理（冷房の場合は 度程度、暖房の場合は 度程28 19
度）を一層徹底する。

② コンピューター室の冷房については、コンピューター性能が確保できる範囲内で可能な

限り設定温度を上げる等の適正な運用に努める。

(5) 新エネルギーの有効利用



① 燃料電池、太陽熱、バイオマスエネルギー等の新エネルギーの計画的な有効利用を極力

図る。

② このため、庁舎や公務員宿舎に燃料電池、太陽熱利用、木質バイオマス燃料を使用する

暖房器具やボイラー等を可能な限り幅広く導入する。

(6) 水の有効利用

雨水利用・排水再利用設備等の活用により、水の有効利用を極力図る。

(7) 太陽光発電の導入及び建物の緑化の整備方針

政府の実行計画第４の２（８ 、政府の実行計画の実施要領２（８）及び「太陽光）

発電の導入及び建物の緑化に係る整備の考え方について （平成１９年３月３０日地」

球温暖化対策推進本部幹事会幹事会申合せ）に基づき、人事院における太陽光発電の

導入及び建物の緑化に関する整備計画は以下のとおりとする。

既存庁舎において、既に約９２７㎡の建物の緑化を整備済みであるが、計画期間の

最終年度である平成２４年度までを目途に、新たに太陽光発電を約１４００㎡（約１

４０Ｋｗ）導入する予定とする。なお、これらの整備に当たっては、以下のスケジュ

ールを目安として進めることとする。

太陽光発電の導入スケジュールの目安（単位： ）kW

19～20年度 21～２４年度

公務員研修所 ０ １４０

（8） その他

ア 建築物の建築等に当たってのその他の環境配慮の実施

敷地内の緑化や保水性舗装、散水に努めるとともに、ごみが不法投棄されないよう努める等

所管地の管理に当たって環境の保全を図る。

イ 施設や機器の効率的な運用に資する設備の導入

施設や機器の効率的な運用に資する制御装置等の補助的設備の導入を図る。

ウ 新しい技術の率先的導入

民間での導入実績が必ずしも多くない新たな技術を用いた設備等であっても、高いエネルギ

ー効率や優れた温室効果ガス排出抑制効果等を確認できる技術を用いた設備等については、率

先的導入に努めるものとする。

５ その他の事務・事業に当たっての温室効果ガスの排出の抑制等への配慮



（1） エネルギー使用量の抑制

ア 庁舎におけるエネルギー使用量の抑制

① 事務所の単位面積当たりの電気使用量を、平成１３年度比で、平成２２年度から平成２

、 、４年度までの期間に平均で概ね９０％以下にすることに向けて努めることとし このため

庁舎における節電等を極力図るとともに、節電等のための取組の管理を徹底する。

② エネルギー供給設備等で使用する燃料の量を、年々の気象状況を考慮し合理的に考えら

れる使用量の変動を除いて、平成１３年度比で、平成２２年度から平成２４年度までの期

間に平均で増加させないことを念頭に置きつつ、計画的な管理、削減に努める。

③ 省ＣＯ２に資する適正な施設の運用管理を徹底する。

、 。④ 庁舎の使用電力購入に際して 省ＣＯ２化の要素を考慮した購入方式について実施済み

⑤ 庁舎に高効率給湯器を可能な限り幅広く導入することについて検討する。

⑥ ＯＡ機器、家電製品及び照明については、適正規模のものの導入・更新、適正時期にお

ける省エネルギー型機器への交換を徹底する。ＦＡＸ、プリンター及びコピー機について

は、電力、紙等の抑制を図るため、複合機の導入を検討する。

⑦ ＯＡ機器、家電製品及び照明については、スイッチの適正管理等エネルギー使用量を抑

制するよう適切に使用し、退庁時にはＯＡ機器、家電製品及び照明の電源を必ず切ること

を徹底する。

⑧ 庁舎内における冷暖房温度の適正管理（冷房の場合は２８度程度、暖房の場合は１９度

程度）を一層徹底するよう空調設備の適正運転を図る （再掲）。

⑨ コンピューター室の冷房については、コンピューター性能が確保できる範囲内で可能な

限り設定温度を上げる等の適正な運用に努める （再掲）。

⑩ 使用していない部屋の個別空調のスイッチオフ及び全館冷房中の個別空調の使用禁止。

⑪ 夏季における執務室での服装について、暑さをしのぎやすい軽装、いわゆる「クールビ

ズ」を励行する。また、冬季における執務室の服装について、快適に過ごせるよう適切な

服装、いわゆる「ウォーム・ビズ」を励行する。

⑫ 休日などで、稼働率が低い場合には、プリンターの主電源をオフにする。

⑬ 残業時、複数台のコピー機を使用している場合は、１台のみを使用する。

⑭ 冷暖房中の窓の開放禁止を徹底する。

⑮ 発熱の大きいＯＡ機器類の配置を工夫する。

⑯ 深夜残業のための点灯時間の縮減及び帰宅時のタクシー利用の削減のため、並びに職員

の福利厚生の向上に係る要請への対応ともあいまって、水曜日の定時退庁の一層の徹底を

図る。このため、水曜日の午後五時以降は、主催会議の中止を進める。

⑰ 職員の福利厚生の向上に係る要請への対応ともあいまって、有給休暇の計画的消化の一

層の徹底、事務の見直しにより、夜間残業の削減を図る。

⑱ 廊下等について、必要な箇所以外は可能な限り消灯又は間引き点灯を行う。

、 。 、 、⑲ 昼休みは 業務上特に照明が必要な箇所を除き消灯を図る また 夜間における照明も

業務上必要最小限の範囲で点灯することとし、それ以外は消灯を徹底する。

⑳ トイレ、廊下、階段等での自然光の活用を図る。



職員に対する直近階への移動の際の階段利用の奨励を徹底し、利用実態に応じたエレベ○21

ーターの間引き運転を進める。

給湯器へのエコノマイザーの導入等ガスコンロ、ガス湯沸器等の給湯機器の効率的使用○22

を極力図る。

庁舎に、施設規模等に応じてＣＯ２冷媒ヒートポンプ給湯器等の高効率給湯器を可能な○23

限り幅広く導入する。

冷蔵庫の効率的使用を図る。○24

庁舎の使用電力購入に際して、省ＣＯ２化の要素を考慮した購入方式を導入済み。○25

全ての白熱灯をランプ型蛍光灯に入れ替えるとともに、直管型の蛍光灯について高効率○26

反射板の取付け、Ｈｆ型の蛍光灯の採用を進める。

イ 庁舎における節水等の推進

事務所の単位面積当たりの上水使用量を、平成１３年度比で、平成２２年度から平成２４年

度までの期間に平均で９０％以下にすることに向けて努める。

① 家庭と同様の簡便な手法を利用したトイレ洗浄用水の節水を進める。

② 必要に応じ、トイレに流水音発生器の設置を更に推進する。

③ 必要に応じ、水栓での水道水圧を低めに設定する。

④ 水漏れ点検の徹底を図る。

⑤ 公用車の洗車方法について、回数の削減、バケツの利用等の改善を極力図る。

（2） ゴミの分別

① 事務室段階での廃プラスチック類等の分別回収を徹底する。

② 分別回収ボックスを十分な数で執務室内に適切に配置する。

、 、 。③ 不要になった用紙は クリップ バインダー等の器具を外して分別回収するよう努める

（3） 廃棄物の減量

事務所から排出される廃棄物の量（湿重量）を、平成１３年度比で、平成２２年度から平成

２４年度までの期間に平均で概ね７５％以下にすること及び廃棄物中の可燃ごみの量を同期間

に概ね６０％以下とすることに向けて努めることとし、このため、発生抑制（ 、再使Reduce）
用（ 、再生利用（ ）の３Ｒを極力図る。Reuse Recycle）

① その事務として、容器又は包装を利用する場合には、簡略な包装とし、当該容器又は包

装の再使用や再生利用を図る。

② 使い捨て製品の使用や購入の抑制を図る。

③ 紙の使用量の抑制を図る （再掲）。

④ 事務室段階での廃プラスチック類等の分別回収を徹底する （再掲）。

⑤ 分別回収ボックスを十分な数で執務室内に適切に配置する （再掲）。

、 、 。⑥ 不要になった用紙は クリップ バインダー等の器具を外して分別回収するよう努める

（再掲）

⑦ シュレッダーの使用は秘密文書の廃棄の場合のみに制限する。



⑧ コピー機、プリンターなどのトナーカートリッジの回収と再使用を進める。

⑨ 厨房（給湯室）を使用する職員等へ呼びかけ、庁舎にある厨房（給湯室）設備からの排

水中に混入する生ゴミの量を抑制する。

⑩ 廃棄するＯＡ機器及び家電製品並びに使用を廃止する車が廃棄物として処理される場合

には、適正に処理されるよう努める。

６ 職員に対する研修等

（ ）全職員に対し、庁内電子掲示板や新人研修等において、本実施計画の周知を図り、本実施1
計画の具体的行動について取組の徹底を目指す。

（ ）昼休みの一斉消灯や勤務時間終了後における業務上必要な箇所を除く消灯など「省ＣＯ２2
行動ルール」を策定し、実施する。

（ ）職員に対する環境保全関連行事への参加を奨励する。3
（ ）職員から省ＣＯ２化に資するアイデア（エコ・アイデア）を募集し、効果的なものを実行4
に移す。

７ 政府の実行計画及び人事院実行計画の推進体制の整備と実施状況の点検

（ ）計画の策定、推進及び進捗状況の点検を統括する者 ：総括審議官1
（ ）計画の策定、推進及び進捗状況の点検体制 ：人事院環境問題対策推進委員会2
（ ）上記点検体制の庶務を行う部署 ：事務総局会計課3

以 上



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 57,016 51,515 50,772 47,749 -16.3%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 1,660,703 1,631,538 1,453,540 1,526,659 -8.1%

電気 kg-CO2 1,099,328 1,292,858 1,194,844 1,197,752 9.0%

（電気使用量） kWh 2,908,276 3,310,287 3,060,348 3,040,668 4.6%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.391 0.390 0.394

電気以外 kg-CO2 561,375 338,681 258,696 328,907 -41.4%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 1,717,719 1,683,053 1,504,312 1,574,407 -8.3%

【府省全体】

平成22～24年度目標

人事院温室効果ガス削減計画

公用車燃料



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 29,393 26,754 25,894 24,984 -15.0%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 782,582 832,180 763,929 768,629 -1.8%

電気 kg-CO2 576,640 792,868 728,856 730,556 26.7%

（電気使用量） kWh 1,525,503 2,017,853 1,878,495 1,858,815 21.8%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.393 0.388 0.393

電気以外 kg-CO2 205,942 39,312 35,073 38,073 -81.5%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 811,975 858,935 789,823 793,614 -2.3%

○これまでに実施している削減対策

（1）個別空調機：全館空調中は使用しない。（温度設定：冷房28度　暖房19度）

（2）全館冷暖房設備（温度設定　冷房28度　暖房19度）

（3）廊下蛍光灯の間引き

（4）昼休みの事務室一斉消灯

（5）トイレの利用後の消灯

（6）執務室内の照明の削減

これらの対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化 8t-CO2

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。 1t-CO2

計 9t-CO2

人事院本院温室効果ガス削減計画

公用車燃料

【本府省】

平成22～24年度目標



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 1,611 2,173 1,907 1,370 -15.0%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 38,777 39,871 34,136 41,412 6.8%

電気 kg-CO2 22,852 23,883 21,589 28,672 25.5%

（電気使用量） kWh 60,454 63,183 57,115 57,115 -5.5%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.502

電気以外 kg-CO2 15,925 15,987 12,547 12,740 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 40,388 42,044 36,043 42,781 5.9%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化
官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制
（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

平成22～24年度目標

【地方支分部局等】

人事院北海道事務局温室効果ガス削減計画

公用車燃料



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 1,609 1,410 1,868 1,368 -15.0%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 60,976 58,451 51,418 64,944 6.5%

電気 kg-CO2 38,253 36,798 34,662 46,766 22.3%

（電気使用量） kWh 101,199 97,348 91,699 91,699 -9.4%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.510

電気以外 kg-CO2 22,723 21,653 16,756 18,178 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 62,585 59,861 53,286 66,312 6.0%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

人事院東北事務局温室効果ガス削減計画

平成22～24年度目標

【地方支分部局等】

公用車燃料



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 3,006 2,750 2,761 2,555 -15.0%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 69,793 67,068 55,417 58,182 -16.6%

電気 kg-CO2 29,917 27,809 24,423 26,282 -12.1%

（電気使用量） kWh 79,146 70,582 61,987 61,987 -21.7%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.394 0.394 0.424

電気以外 kg-CO2 39,876 39,258 30,994 31,900 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 72,799 69,817 58,178 60,738 -16.6%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

平成22～24年度目標

【地方支分部局等】

人事院関東事務局温室効果ガス削減計画

公用車燃料



【地方支分部局等】

平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 2,079 1,816 1,475 1,475 -29.1%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 27,143 22,136 20,821 24,502 -9.7%

電気 kg-CO2 19,052 15,278 15,078 18,030 -5.4%

（電気使用量） kWh 50,401 40,417 39,890 39,890 -20.9%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.452

電気以外 kg-CO2 8,091 6,859 5,742 6,472 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 29,222 23,953 22,296 25,977 -11.1%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

人事院中部事務局温室効果ガス削減計画

平成22～24年度目標

公用車燃料



【地方支分部局等】

平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 2,882 2,734 2,608 2,449 -15.0%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 64,209 96,581 92,842 71,269 11.0%

電気 kg-CO2 51,058 85,338 84,537 60,749 19.0%

（電気使用量） kWh 135,073 198,459 196,598 196,598 45.5%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.430 0.430 0.309

電気以外 kg-CO2 13,151 11,243 8,305 10,520 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 67,091 99,315 95,451 73,718 9.9%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

人事院近畿事務局温室効果ガス削減計画

平成22～24年度目標

公用車燃料



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 2,865 2,018 2,427 2,427 -15.3%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 29,534 26,684 29,894 31,809 7.7%

電気 kg-CO2 21,255 19,935 25,186 25,186 18.5%

（電気使用量） kWh 56,231 52,737 45,381 45,381 -19.3%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.555 0.555

電気以外 kg-CO2 8,279 6,749 4,708 6,623 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 32,399 28,702 32,321 34,237 5.7%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

人事院中国事務局温室効果ガス削減計画

平成22～24年度目標

公用車燃料

【地方支分部局等】



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 2,123 1,754 1,628 1,628 -23.3%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 40,490 31,330 27,141 38,954 -3.8%

電気 kg-CO2 17,863 22,115 20,852 20,852 16.7%

（電気使用量） kWh 47,256 58,504 55,165 55,165 16.7%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.378

電気以外 kg-CO2 22,628 9,216 6,289 18,102 -20.0%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 42,613 33,084 28,769 40,583 -4.8%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

平成22～24年度目標

【地方支分部局等】

人事院四国事務局温室効果ガス削減計画

公用車燃料



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 2,692 2,396 2,142 2,142 -20.4%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 36,678 23,356 17,713 20,418 -44.3%

電気 kg-CO2 28,337 15,889 14,760 14,252 -49.7%

（電気使用量） kWh 74,965 42,035 39,048 39,048 -47.9%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.365

電気以外 kg-CO2 8,342 7,467 2,953 6,166 -26.1%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 39,370 25,752 19,855 22,560 -42.7%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

公用車燃料

【地方支分部局等】

人事院九州事務局温室効果ガス削減計画

平成22～24年度目標



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 2,632 1,715 2,144 2,144 -18.5%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 18,238 17,526 15,093 22,175 21.6%

電気 kg-CO2 18,177 17,453 15,070 22,127 21.7%

（電気使用量） kWh 48,088 46,171 39,868 39,868 -17.1%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.555

電気以外 kg-CO2 61 73 23 48 -20.9%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 20,870 19,241 17,238 24,319 16.5%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

平成22～24年度目標

公用車燃料

【地方支分部局等】

人事院沖縄事務所温室効果ガス削減計画



平成13年度 平成17年度 平成18年度

（単位） (13年度比)

kg-CO2 6,124 5,994 5,917 5,205 -15.0%

施設のエネルギー使用 kg-CO2 492,282 416,356 345,135 384,363 -21.9%

電気 kg-CO2 275,925 235,493 209,829 204,278 -26.0%

（電気使用量） kWh 729,960 622,998 555,102 555,102 -24.0%

（電気の排出係数）kg-CO2/kWh 0.378 0.378 0.378 0.368

電気以外 kg-CO2 216,357 180,863 135,306 180,085 -16.8%

その他 kg-CO2 0 0 0 0

合　　　計 kg-CO2 498,406 422,350 351,052 389,568 -21.8%

○これまでに実施している削減対策

（1）昼休みの事務室一斉消灯

本対策により排出量を抑制している。今後も引き続き実施していく。

○19年度以降の主な削減対策と削減量

電子機器の省エネモードの設定の強化

官用車の使用を抑制し、目標である対平成13年度比85%以下を達成する。

○推進体制

１．地方支分部局全体の推進体制

（１）対策の実施責任者は、事務総局会計課長とする。

（２）事務総局会計課長は、毎月、地方支分部局の温室効果ガス排出量及び目標達成見込を把握する。

２．各地方支分部局の推進体制

（１）対策の実施責任者は各地方支分部局の総務課長とする。

（２）各地方支分部局の総務課において、毎月、電力・ガス・燃料等の使用量をもとに、

　　温室効果ガス排出量及び目標達成の見込を把握し、事務総局会計課長に報告する。

（３）各地方支分部局の総務課長は、目標達成の見込を踏まえ、必要に応じ、設備改修等の

　　ハード対策の追加を行うとともに、ソフト対策の強化を実施する。

公用車燃料

平成22～24年度目標

【地方支分部局等】

人事院公務員研修所温室効果ガス削減計画




